
別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ □ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 57 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

7,833 7,244 7,124 6,315

6,793 6,357 6,330 5,665

6,432 6,172 5,985 5,492

35 35 37 33

70 70 59 60

309 344 264 235

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

県　単

その他

警察本 会計

事　業
開　始
年　度

［事業内容］

指標

[事業目的]

○　警察法に基づく県公安委員会の効果的な運営
○　警察法に基づく警察署協議会の効果的な運営

○　公安委員会の運営事業
　・　公安委員会活動及び職員随行旅費
　・　公安委員会のＩＴ化整備
○　警察署協議会の運営事業
　・　警察署の業務運営に民意を反映させるために署長に対する意見の提出
　・　警察と地域住民との相互理解の推進

[予算額および指標の推移等]

22年度

6,225

区　　　　　　分

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

-1.7%

-4.7%

Ⅲ

Ⅲ

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

Ⅳ

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了

縮　　減

 〕　／　整備目標

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

5,540

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

所属の

方　針

平成22年度予算額

5,540

指標

-7.7%

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事      業      名

法定受託事務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な社会

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

国　庫公安委員会運営費 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -5.1%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

-5.5%

-4.9%5,540

□拡　　充

継　　続

□

□■

○　定例会議の充実のほか公安委員の意見・要望を取り入れたきめ細かな公安委
員会活動を積極的に推進する。
○　警察署協議会において提言された委員の意見・要望等を積極的に警察業務に
反映する。

事業効果

活動

の推移

警察署協議会開催回数

意見・要望等成果

定例公安委員会開催回数

計 画 の 達 成 状 況

［活動指標、成果指標に対する評価］

継続して事業の充実と制度の活性化を図る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

○定例会議等の各公安委員会活動を通じて、警察の政治的中立性の確保と民主的管理が図られて
いる。
○警察署協議会では、警察署長の諮問に応じるとともに、住民を代表して意見・要望等を積極的
に提言している。

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ □ 52 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 34 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

103 264 103 166

103 369 103 166

103 328 103 166

30 43 33 26

60 87 122 164

135,356 148,636 164,495 157,495

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了

拡　　充 □

そ の 他

見　直　し　額

終期の見直し

千　円

整理統合 □

■ 継　　続 □ 休　　止

□

□ 廃　　止 □

□

県民に対する警察活動広報に効果的である。

　県民と警察の融和を図り、県民のイメージアップを果たす。予　算　額　（単位：千円） 166

縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

　平成１８年度は、楽器整備を休止した。
　平成１９年度は、楽器購入を休止した。

一　般　財　源 166

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

5.4%

指標

平成22年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

[事業目的]

　警察活動の広報

［事業内容］

　○警察広報活動
　　・広報用着ぐるみのクリーニング
　　・音楽隊用楽器更新と音楽隊員の研修

平均伸び率

39.9% Ⅰ

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

その他 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

部（庁）

事      業      名 警察広報費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

県　単

区　　　　　　分 ２２年度

目標値、指標の積算根拠等
39%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

Ⅲ

事業効果 指標

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

166

166 62%

今後も継続していく。

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 70.3%

活動 音楽隊出動回数 -0.4%

着ぐるみ利用回数

の推移 成果 ホームページアクセス件数

その他特定財源

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

7 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

130,073 184,853 138,206 137,255

141,020 162,565 141,175 179,144

139,812 156,089 138,846 174,532

35 31 31 31

16,414 15,154 10,015 15,336

10,454／5,428 11,708／5,525 27,753／5,774 25,324／5,849

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕
　

△ 423 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

・新型インフルエンザの鎮静化に伴い、感染症対策事
業の廃止。
（△423）

　警察の一般業務を運営するために効果的である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 ■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

警察の一般業務を運営するために必要であるので、今後も継続していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 112,183

[事業の評価]

○訟務対策費
　争訟事件や苦情などについて、兆候段階からきめ細やかな対応や県民への指導・助言が可能となり、業務
の適正化、効率化を図っていく。
○臨時交番相談員
　交番勤務員のパトロールの強化と地理案内、各種相談等の来訪者に対応していく。
○駐在所報償費
　地域コミュニティ活動や各種願届の受理等を行っている駐在所等に勤務する警察官の家族に対する家族
報償費を支給。

財源内訳

国　　　　　庫 600

その他特定財源 104

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 112,887 平成１５年度から、臨時交番相談員配置事業を追加。
平成１６年度から、福井県警察顧問弁護士を追加。
平成１７年度から、駐在所家族特別報償費を廃止。
平成１８年度から、永年勤続表彰を廃止。
平成１９年度から、遺失物管理事業を追加。
平成２０年度から、産休代替アルバイト賃金を廃止。

区　　　　　　分 平成２２年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

3.8% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 臨時交番相談員の取扱件数

指標 拾得物届出件数／遺失者への還付件数（１月から１２月） 23,950／6,092

事業効果 指標

活動 臨時交番相談員配置数 31 -2.0% Ⅲ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 8.8%

112,887 -2.0%

-2.3%

○臨時交番相談員配置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○文書事務費
○独身寮管理業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○訟務対策費
○遺失物管理事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○駐在所報償費
○感染症対策費
　

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 102,231

[事業目的]

警察一般業務の管理運営

事      業      名 一般事務管理費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本 部（庁） 会計

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

149,401 107,751 107,374 129,626

152,848 109,014 108,543 129,626

152,053 99,274 92,459 110,164

1,674 1,753 1,771 1719

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

警察官の日常活動に必要不可欠な被服等であり、効率的に支給・貸与している。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

被服の整備年数により予算額が大きく変動するが、費用の節減を図りながら今後も継続していく。

見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円） 106,268

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

104,799

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 1,469

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

指標

・毎年、支給品の使用期間を見直し、一部支給期間を延長
・私服捜査員の被服支給について単価見直し
　∠２２　24,000円→12,000円

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

事業効果

-6.4%

指標

活動 制服等被服の支給対象人員 1,730 0.9%

含まれる事業数

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -7.5%

106,268 -6.9%

警察官等の被服等の整備
・制服
・その他の被服
・礼服等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

当 初 予 算 額 の 推 移 106,268

[事業目的]

警察法および警察官に対する被服の支給等に関する条例に基づく警察官等に対する被服等の整備

事      業      名 警察官等の被服費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

所　　属 警察本 部（庁） 会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

補 助 金県　単

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

3 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

35,377 32,146 32,864 32,475

42,187 32,146 33,025 32,559

36,770 27,248 27,422 29,978

21,892 15,512 15,145 15,756

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

警察業務遂行のため、必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

適正な留置管理、被留置者の処遇を行うために今後も継続していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 17,583

[事業の評価]

・留置施設視察委員会では、留置施設の運営状況について透明性を高め、被留置
者の適正な処理を確保している。
・留置業務支援職員　７警察署×2名　14名

財源内訳

国　　　　　庫 4,280

その他特定財源 25,472

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 47,335 ∠22　委員会公表用冊子単価見直し　　　@120～@100

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

事業効果 指標

活動 被留置者延べ人数 -9.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事 業
区 分

Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -5.3%

8.4%

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

47,335 5.7%

○留置管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○留置業務支援職員
　・被留置者健康診断謝金
　・被留置者消耗品（新聞、寝具）
　・被留置者用食糧費
　・被留置者用医療費、寝具消毒手数料
　・留置施設備品の整備
○留置施設視察委員会運営事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づく留置業務の運営と被留置者の適正管理

含まれる事業数 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

日本ー安全・安心治安回復から治安向上へ 法定受託事務

部（庁） 会計

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 46,012

[事業目的]

［事業内容］

事      業      名 留置管理費 国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

5 □ ■ 63 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 23 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

379,519 319,598 407,307 319,115

404,950 316,116 402,144 314,674

404,690 305,621 380,419 287,652

1,250 1,256 1,262 1,262

566 566 566 566

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△2,060 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

平成２３年度に
・判例検索整備事業の縮減。（△215）
・回線契約の見直しによる契約料の削減。（△1,845）
を実施。

効率的に運用され、治安維持に必要不可欠である。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

新たな技術を導入した安価なシステムでの更新・整備により、経費の縮減を図りつつ、今後も整
備を継続していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 271,551

[事業の評価]

当番勤務員等一部を除き原則一人一台の端末装置が整備され、各種業務システム
の整備とともに警察業務の効率化・高度化が促進されるとともに、私物パソコンの一
掃が図られたことで、情報セキュリティ対策が図られた。また、緊急時設置用イントラ
ネット端末の整備により、捜査本部等における端末装置の設置が迅速に対応可能と
なった。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 271,551
平成２０年度にネットワーク専用回線を安価で効率の良い回線に変更した。
平成２１年度にインターネット回線を整備した。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

の推移 成果

指標

事業効果 指標 インターネット・モバイル端末機（累計） 0.0%

活動 イントラネット端末機（累計） 0.3% Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -8.1%

271,551 -7.6%

△ 0.1%

情報システムの構築と本部、警察署、その他県内警察機関とのネットワーク構築
インターネット等外部との接続環境の整備
○情報処理システム継続機器維持管理　　　　　　　　　　○端末等移設等工事事業
○職員総合管理システム維持管理
○判例検索システム整備
○情報処理技術者等育成事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 281,017

[事業目的]

警察業務の事務効率化、高度化

事      業      名 情報処理システム整備事業 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本 部（庁） 情報管理

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

1,090 1,201 1,003 852

1,090 1,201 1,003 852

1,086 897 894 644

33 27 25 26

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□ そ の 他

教養資料ビデオライブラリー化事業は整備完了したことから、同事業については廃止し、予算の
縮減を図った。
人材確保・育成事業については、大量退職、大量採用時代を迎え、優秀な人材を育成するため、
今後も継続していく。

見　直　し　額 △25 千　円

□

□ 終期の見直し
教養資料ビデオライブラリー整備完了に伴い平成２３
年度から同予算の廃止（△25）効率的に運営され、かつ、十分に有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止

廃　　止

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

■整理統合

縮　　減

優秀な人材を育成していくため、研修及び教養を推進する。

国　　　　　庫 140

その他特定財源

[事業の評価]

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

・平成１６年度から、採用候補者事前研修、語学研修候補者事前研修を廃止
・平成２２年度にビデオライブラリー化事業を廃止

一　般　財　源 630

予　算　額　（単位：千円） 770

区　　　　　　分 平成22年度予算額

財源内訳

特　記　事　項

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

活動 職務倫理教養実施回数 Ⅳ-7.2%

-7.8%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

事業効果 指標

-15.2%

区　　　　　　分 ２２年度

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 770 -7.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 770

事　業
開　始
年　度

日本一安全・安心・治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

元気な社会 県　単

国　庫 実行予算

補 助 金

その他

［事業内容］

事務区分経過年数

[事業目的]

県民が安全で安心して暮らせる社会を実現するための優秀な人材の育成

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 人材確保・育成事業

所　　属 警察本部

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

部（庁） 会計

法定受託事務

　　　　　①　入校事前健康診断
　　　　　 　各種教養入校に必要な健康診断の実施
　　　　　②　職務倫理教養経費
　　　　　 　部外講師による職務倫理教養の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 14 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

984 725 1,010 681

984 725 1,010 681

964 719 990 681

558 967 294 404

67 40 39 80

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

警察行政の透明性の確保が図られており、有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

情報公開業務等推進のため必要であり、今後も継続していく。

見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円） 650

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

643

20.8%

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

7

指標 行政資料提供件数（枚数）

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

13.7% Ⅰ

←既存公開資料 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 公文書公開件数（枚数）

事業効果

-6.1%

指標

活動

含まれる事業数

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -6.3%

650 -6.1%

○情報公開推進事業
　・情報公開制度の運営
　・個人情報開示制度の運営
　・行政資料の提供

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

当 初 予 算 額 の 推 移 650

[事業目的]

情報公開制度及び個人情報開示制度の円滑な遂行を図る

事      業      名 情報公開推進事業 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

所　　属 警察本部 部（庁） 会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

補 助 金県　単

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 14 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

2,102 1,843 2,103 1,790

1,786 1,455 1,966 1,623

1,744 1,338 1,873 1,536

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

縮　　減 □ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

原発施設の警戒警備に従事する部隊員の処遇改善に有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後も引き続いて、原発施設の警戒警備に従事する部隊員の処遇改善に必要な物品等を整備する。

見　直　し　額

拡　　充

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

[事業の評価]

　処遇改善に必要な物品等を整備することにより、完全な警戒警備を実施していく。

財源内訳

国　　　　　庫 2,186

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,186

区　　　　　　分 平成２２年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 -0.4%

活動

2,186 8.5%

　警戒警備に従事する部隊員の処遇改善に必要な物品整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

事業終了
予定年度

［事業内容］

11.3%

その他

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金

原子力施設警備支援備事業 含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

６ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,832

[事業目的]

　原子力発電施設等の警備を行う警察官の業務態勢の維持

事      業      名

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

自 治 事 務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

経過年数

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 22 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

6,344

5,702

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

整理統合

継　　続 □ 休　　止 ■

□ 終期の見直し

□

完　　了

そ の 他

その他特定財源

廃　　止

拡　　充 □ 縮　　減
万全な警衛警備対策に有効な事業である。

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

1,940

□

見　直　し　額 △ 31,413

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 15,783

[事業の評価]

２０１０年日本ＡＰＥＣエネルギー大臣会合に伴う警備対策の事前対策および会合本
番の警備実施対策を行う。

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 17,723

区　　　　　　分

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

の推移 成果

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

17,723

警備対策の事前対策及び会合の警備実施に必要な装備資機材や車両、航空機等の燃料等の管理維持費及び物品等の整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金

ＡＰＥＣ対策事業 含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 31,413

[事業目的]

「２０１０年ＡＰＥＣエネルギー大臣会合」に参加する国内外要人の絶対安全と同会合の円滑な遂行の推進

事      業      名

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

自 治 事 務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 部（庁）

事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

経過年数

日本一安全・安心治安回復から治安向上へ

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

4 □ ■ 36 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 一 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 50 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

43,670 41,196 38,869 39,050

41,823 39,487 34,730 34,860

41,772 39,245 34,566 34,611

33.0% 33.8% 37.7% 36.9%

50.8% 52.4% 53.7% 54.5%

11 11 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

労働安全衛生法に基づく職員の健康管理等福利厚生

○健康管理対策事業

新 警察職員生涯生活設計推進事業

そ の 他
事業については、今後も継続していくが、一部メンタルヘルス対策については、より発展的総合
的な対策を必要とするため共済組合事業として実施する。

見　直　し　額 △ 3,300 千　円

整理統合 ■ 廃　　止 □

終期の見直し
平成２３年度
・警察協会負担金の休止。（△100）
・生活習慣病検診料等の見直しによる縮減。
（△3,200）
を実施。

休　　止 □ 完　　了

□拡　　充 □ 縮　　減
警察業務遂行のためには、警察職員の健康管理等が必要不可欠であり、効果的に運用され、十分
に効果がある。

■ 継　　続 ■

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 34,037

[事業の評価]

厳しい経済情勢の中で職員の自立を支える福利厚生の推進がより協調される時代
となっており、自身の人生を計画させることは福利厚生の根幹的施策である。
職員が後顧の憂いなく職務にまい進し、生涯にわたって充実した人生を送るために
は、職員自らがライフサイクルプランを早い時期から作成し、それに基づき計画的に
対応をとることが重要である。

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 34,037 ・平成２０年度福井県警察協会互助部会補助金を廃止。
・平成２０年度健康管理対策推進事業（がん検診）を拡大。
・平成２１年度健康管理対策推進事業（新型インフルエンザ感染症対策）を開始。
平成２２年度より感染症対策費にユニット変更。
・平成２１年度メンタルヘルス対策事業を廃止。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0% Ⅲの推移 成果 長期休業者数（３０日以上）

指標

Ⅱ

事業効果 指標 生活習慣病健診率 2.4% Ⅱ

活動 人間ドック受診率 3.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 34,037 -4.9%

決 算 額 の 推 移 -5.9%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 37,461 -3.7%

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

含まれる事業数
事 業
区 分

［事業内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

警察職員福利厚生

事務区分

自 治 事 務

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 職員厚生事業

○警察協会負担金

○感染症対策費

法定受託事務

[事業目的]

補 助 金 経過年数

部（庁）

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ その他

所　　属
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

4 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

11,684 15,738 15,197 14,316

20,257 16,463 15,197 15,932

20,232 16,539 14,521 15,631

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 956 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

平成２３年度に
・福井県独自に実施していた警察装備資機材開発改善
業務委託は廃止。（△100）
・インフルエンザの鎮静化に伴い感染症対策費の廃
止。
（△856）
を実施。

警察活動に必要不可欠であり、効果的に活用されている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 ■

□ 縮　　減□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後も継続していくが、事業の見直しにより予算の縮減を図るとともに、現場のニーズに応じた
装備品の整備（継続又は見直し）を図っていく。

見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円） 15,547

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

9,455

[事業の評価]

・警察の職務執行にあたり、執行力を保持するために必要な装備資機材の整備。
・警察活動をより効率的に推進するための物的基盤である。
・装備資機材を計画的に整備する。

財源内訳

国　　　　　庫 6,092

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

事業効果

9.9%

指標

活動

含まれる事業数

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -7.6%

15,647 -5.9%

警察官等の貸与品、その他装備品の整備及び装備資機材の維持
○警察装備費
○暴力団等組織犯罪対策事業［地域警察官の銃器対応資機材（防弾装備）の整備］
○突発事案対応装備費
○感染症対策費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

当 初 予 算 額 の 推 移 16,323

[事業目的]

警察活動に必要とする警察官等の装備品および装備資機材の整備

事      業      名 一般装備費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

所　　属 警察本 部（庁） 会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

補 助 金県　単
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

181,844 182,292 226,248 196,746

211,681 216,081 246,973 237,374

211,176 228,462 238,450 235,700

197 163 161 172

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　警察車両、舟艇の適正な維持管理及び車両の計画的整備により、警察業務は効率的に遂行され
ている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　車両や舟艇の効率的な運用による警察活動を推進し、経費の節減を図りながら今後とも継続し
ていく。

見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円） 243,725

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

187,601

[事業の評価]

効率的な警察活動を遂行するため、車両、船舶の維持・整備を行っていく。

財源内訳

国　　　　　庫 56,061

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

63

指標

平成１８年度、警備艇消耗品等の一部を廃止

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

事業効果

7.7%

指標

活動 大型警備艇出動日数 -3.9%

含まれる事業数

Ⅲ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 3.8%

243,725 3.8%

警察車両、舟艇の維持管理経費及び警察車両の整備費
　○車両等整備維持費
　○警備艇維持管理費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

当 初 予 算 額 の 推 移 234,977

[事業目的]

警察車両、舟艇を活用した効率的な警察活動の推進

事      業      名 車両等整備維持費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

所　　属 警察本 部（庁） 会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

補 助 金県　単
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 3 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 18年度  １9年度  20年度  21年度

23,476 83,001 14,971 32,965

24,342 77,265 22,244 28,699

24,340 76,670 20,798 26,078

358 324 313 279

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　　県民の安心安全な生活確保及び治安維持のため必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　　ヘリの老朽化等による双発機導入に伴う機器整備及び資格取得、訓練が必要である。

見　直　し　額

48,768

[事業の評価]

効率的な警察活動を遂行するため航空機の維持整備を行っていく。

財源内訳

国　　　　　庫 5,097

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 53,865 平成２２年度　機種更新

区　　　　　　分 平成21年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

事業効果 指標

活動 年間飛行回数(4～3月) 221 -11.2% Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 49,316 64.2%

53,865 65.7%

80.7%

　　　　　警察ヘリコプターの維持管理
　　　　　○　航空機維持管理費
　　　　　○　航空機整備講習負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 43,133

[事業目的]

　　　　　警察ヘリコプターによる警察活動の推進

事      業      名 航空機維持管理事業 自 治 事 務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本部 部（庁） 会　　計

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

地域課
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

117,118 94,353 111,438 56,913

95,638 84,714 97,279 110,365

91,773 84,637 96,930 91,181

3 4 4 4

2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本部 部（庁） 会計課

県下の駐在所・交番等の中で経年により老朽化が著しく、また交通情勢及び地域環境等の変化により位置が不適当となっているものについては建替え・移転を行い、平行して、内外装及び設備等の改修に
より建物の延命が図れる場合には、改修を行い有効活用していく。

［事業内容］

自 治 事 務

補 助 金 経過年数県　単福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

事      業      名
事 業
区 分

事務区分

国　庫駐在所建設事業 含まれる事業数 実行予算

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ その他 法定受託事務

[事業目的]

＜建設＞
　　・　福井警察署　　中藤島交番（仮称）
＜改修＞
　　・　敦賀警察署　　愛発駐在所
　　・　小浜警察署　　青駐在所

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 60,544 -11.0%

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 56,587 -8.0%

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 56,239 -9.4%

活動 駐在所建設 Ⅳ

駐在所改修 2 0.0%事業効果 指標

1 -10.4%

指標

〕　　　＝　　　〔

38,000

の推移 成果

特　記　事　項

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 56,587 　平成２１年度から、福井警察署建設事業に伴う削減計画として、建設期間中
は、従来の駐在所５箇所から交番１箇所、駐在所１箇所に縮減するとともに、延
命措置のため改修２箇所を実施している。
　なお、平成２２年度は、中藤島交番（仮称）建設用地の購入費を要するため、同
交番のみの整備とした。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 18,587

[事業の評価]

効率的な警察活動を遂行するため、駐在所等の維持、整備を行っていく。

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　地域に密着して活動する拠点となる施設であるため、来訪者の利便性に配慮した事務スペース
とする必要があり、また、家族同伴率の向上を図るための住環境の整備が必要であることから、
順次整備していく。 見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 18年度  １9年度  20年度  21年度

96,831 95,383 41,234 133,608

96,831 89,198 54,326 282,375

96,514 89,036 52,134 273,542

2 4 5 5

2 1 2 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　警察業務の円滑かつ適正な遂行を図るため、また、有事即応体制を確保するため、老朽化した
庁舎・公舎の改修は必要であり、今後も継続して実施する。

見　直　し　額

一　般　財　源 76,375

[事業の評価]

老朽化し、損傷の著しい公舎を解体することで、保安上の問題について解消を図る
とともに、公舎跡地の売却や賃借料の削減により無駄な支出を抑制している。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 76,375 　福井警察署建設事業に伴う予算削減計画の一環として、平成２２年度は、大規
模改修に係る事業費を６３，０００千円を限度として実施すべき事業について検討
した結果、必要性・緊急性から、板垣公舎改修工事を実施することとした。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果

指標

事業効果 指標 解体公舎数 3 25.0%

活動 大規模改修事業数 1 11.3% Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 75,583 75.8%

76,375 75.0%

29.7%

＜警察庁舎・公舎改修工事＞
　・　板垣公舎改修工事
＜警察公舎解体工事＞
　・　和田公舎A・B棟解体工事
　・　乾徳公舎解体工事
　・　勝山副署長公舎解体工事

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 70,679

[事業目的]

警察施設は、警察業務の円滑かつ適正な遂行を図るとともに県民サービスに寄与する拠点であるため、老朽化した施設、設備等の改修を行う。

事      業      名
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

警察本部 部（庁） 会計課

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

国　庫警察施設等改修工事 含まれる事業数 実行予算

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 24 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 18年度  １9年度  20年度  21年度

305 69,341

305 66,698

282 66,573

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　福井警察署は、県都の治安の顔として、昼夜を分かたず活動しているほか、大規模災害発生の
際は被災者の救助活動の拠点として、県民の安全安心を守る、極めて重要な施設であることか
ら、計画通り平成２４年度完成を目指した事業を推進する。 見　直　し　額

一　般　財　源 267,376

[事業の評価]

老朽化が進み、耐震構造が劣る現在の福井警察署について、捜査力の向上や時代
の要求に応え、県都の治安を守る重要な拠点として新たに整備するもの。

財源内訳

国　　　　　庫 80,865

その他特定財源 621,000

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 969,241

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

事業効果 指標

活動

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 23507.4%

969,241 22444.8%

23283.7%

平成２２年度事業内容
　・　用地購入
　・　庁舎建設
　・　工事監理委託

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 969,241

[事業目的]

　福井警察署は、昭和４７年に建設、築３５年を経過し、老朽化が進んでおり、さらに、１階部分が駐車場になっている「下駄履き構造」のため耐震診断では建物の補強を要する「Ｄ」判定を受けてい
る。
　福井警察署は県都の治安の顔として、激増する犯罪に昼夜を問わず活動しており、大規模災害発生時は被災者の救助活動の拠点として、県民の安全安心を守る重要な施設であるため建替えを実施する。

事      業      名
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

警察本部 部（庁） 会計課

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

国　庫福井警察署建設事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

7 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １８年度  １９年度 ２０年度 ２１年度

236,439 176,401 185,620 224,808

233,575 173,200 183,672 215,240

232,234 169,575 181,255 215,155

530,299 532,887 534,829 536,205

117,928 117,741 118,043 123,660

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

安全な交通社会実現のため、運転者教育は必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も継続していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 △ 212,486

[事業の評価]

道路交通法に基づき適正に実施していく。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 453,152

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 240,666

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

の推移 成果

指標

事業効果 指標 運転免許更新者数（１～１２月） 129,867 2.5%

活動 運転免許人口(１２月末） 537,913 0.4% Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -0.5%

240,666 2.3%

2.6%

　運転免許の更新、試験等に係る事務
①免許関係事務費　　②指定自動車教習所職員講習　　③運転者管理システム経費　　④データーエントリー業務委託　　⑤取得時講習委託  ⑥運転免許証のＩＣカード化事業　　⑦試験関係事務費

[予算額および指標の推移等 （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

 当　初 予 算 額 の 推 移 245,906

[事業目的]

　道路交通法に基づく自動車運転免許事務

事      業      名 免許関係事務費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本 部（庁） 会計

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　2 2　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

9 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １８年度  １９年度 ２０年度 ２１年度

235,201 230,471 220,473 223,555

213,918 204,588 196,172 234,379

206,534 200,258 194,831 219,787

123,035 140,986 119,321 130,049

64 60 55 54

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　道路交通法に基づく自動車運転免許事務経費であり、運転者として必要な技術及び知識の体系
的な習得と運転免許者に対する行政サービス向上のためにも必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も継続していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 △ 62,043

[事業の評価]

道路交通法に基づき適正に実施していく。

財源内訳

国　　　　　庫 24

その他特定財源 276,653

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 214,634

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-9.7% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 交通事故死者数(1～１２月） 42

指標

事業効果 指標

活動 講習受講人員（全ての講習の累計） 2.7% Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 2.4%

214,634 0.7%

-1.5%

　道路交通法に基づく更新時講習、初心運転者講習、高齢者講習、違反者講習、処分者講習等の実施
①適性検査経費　　②取消処分者講習経費　　③違反者講習委託　　④初心運転者講習経費　　⑤高齢者講習経費　　⑥行政処分者講習委託　　⑦更新時講習委託　　⑧特定任意講習事業
⑨原付講習委託

[予算額および指標の推移等 （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 221,598

[事業目的]

　運転者教育の充実

事      業      名 運転者講習経費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本 部（庁） 会計

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　2 2　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

3 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

6,439 7,924 5,175 4,944

7,344 7,321 5,175 4,944

6,201 6,029 4,648 4,673

1,000 1,000 300 640

755 742 691 553

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・平成１８年度以降、犯罪被害者等基本計画に基づいた事業展開を目指している。
・平成２０年度から犯罪被害者等支援事業を拡充し、平成２１年９月に早期援助団体の指定を受
けた。
　今後も、民間団体と連携しながら効果的な被害者支援を目指す。

見　直　し　額

・被害者の手引きを作成・配付し、刑事手続きや法的救済制度等被害の回復、軽減のための情報
を提供することにより、被害者の不安の解消と負担の軽減に有効であった。
・被害相談窓口等を広報・周知することにより、被害者の不安の解消や被害の早期回復を図っ
た。

終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 廃　　止 □

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

□ 整理統合 そ の 他

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

財源内訳

国　　　　　庫 2,359

その他特定財源

一　般　財　源 3,484

・　平成17年度に被害者支援意識普及事業委託を縮減した。
・　平成２０年度から犯罪被害早期回復支援事業を委託している。

・犯罪被害早期回復支援事業
　　相談業務及び相談員のスキルアップ業務を民間被害者支援団体へ委託
・早期支援団体の指定を目指す民間支援団体の活動を促進
　　公益社団法人化（Ｈ21．4）から早期援助団体の指定（Ｈ21．9）を受け、今後は情
報提供等により活動を支援

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 5,843

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-9.5% 対象犯罪被害者とは殺人、強盗、強姦、強せいわいせつ、傷害、死亡事故、重傷事故、ひき逃げの被害者をいう。 Ⅰの推移 成果 対象被害者数

指標

Ⅰ

事業効果 指標

活動 被害者の手引きの配布数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,732 -5.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,843 -4.0%

平均伸び率

14.4%

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 -8.4%

区　　　　　　分 ２２年度

その他

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

【民間支援団体への事業委託】　　　　　　　　　　【犯罪被害者支援事業】
　○犯罪被害早期回復支援事業　　　　　　　　　　　　○犯罪被害者等に対する精神的・経済的負担の軽減
　　・電話、面接相談　　　　　　　　　　　　　　　　　・初診料、診断書料等
　　・支援員の養成、研修　　　　　　　　　　　　　　　・性犯罪被害者への緊急避妊等経費
　　・専門家による相談　　　　　　　　　　　　　　　　・司法解剖後遺体の搬送料
　○県民の理解増進事業　　　　　　　　　　　　　　　　・死体検案書料
　　・県民公開講座の開催　　　　　　　　　　　　　　　・緊急避難場所の確保経費　　　　　等を公費負担する制度

法定受託事務

[事業目的]

警察の一般活動として、犯罪被害者に対する支援、警察官職務協力援助者遺族給付年金、当直寝具の整備維持等を行う。

［事業内容］

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

事      業      名 一般活動費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 警務

－２０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

 １8年度  １9年度  ２０年度  ２１年度

1,218 1,540 1,446 1,446

1,218 1,540 1,446 1,446

1,179 1,540 1,446 1,414

120 150 180 160

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ そ の 他
　精強な第一線警察（警察官のけん銃取扱能力の向上）を構築し、県民が安全で安心して生活が
できるように今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止

終期の見直し
 効率的に運営され、かつ、十分に有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

財源内訳

一　般　財　源 725

　精強な警察官を育成するため、実践対応力を高めるための装備を整備していく。

国　　　　　庫 721

その他特定財源

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,446 平成１６年度から、整備する防具数を削減。
平成１８年度からは、防具整備を休止した上で、可搬型映像射撃シミュレータシ
ステムを整備(賃借)する。

区　　　　　　分 平成2１年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

Ⅰ

事業効果 指標

活動 シミュレータシステムの活用数

結果分類
６ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,446 5.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,446 5.1%

平均伸び率

11.3%

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 7.4%

区　　　　　　分 22年度

その他

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

　・可搬型映像射撃シミュレータシステムの整備

法定受託事務

[事業目的]

　警察官の射撃等の技能向上による精強な警察官の育成

［事業内容］警察職員の人材育成のための研修、教養を実施するための事業

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

事      業      名 一般教養経費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本部 部（庁） 会計

－２１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

 １8年度  １9年度  ２０年度  ２１年度

544 599 500 465

544 599 500 465

161 439 453 335

2 2 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 終期の見直し

千　円

□ 整理統合 □

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別訓練員（柔剣道等指導員）の技術向上を図ることにより、警察官全体の技能の底上げにな
る。そのため、今後も精強な第一線警察構築のため継続していく。

　効率的に運営され、県警察の警察官の技術の底上げに役立っている。

■

見　直　し　額

拡　　充

財源内訳

一　般　財　源 465

・１６年度～全国けん銃射撃大会４位
・１７年度～全国けん銃射撃大会５位
・１８年度～全日本柔道「形」選手権準優勝
・１９年度～全国けん銃射撃大会３位
・２０年度～全国けん銃大会個人優勝、全国柔道大会４位
・２１年度～全国けん銃射撃大会２位、全国逮捕術大会ベスト７

[事業の評価]

国　　　　　庫

その他特定財源

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 465

区　　　　　　分 平成20年度予算額 事業開始後の見直し状況

　平成１６年度から、県外訓練日を縮減した。

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

Ⅱ

事業効果 指標

活動 防具の整備

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 465 -3.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 465 -3.4%

平均伸び率

2 0.0%

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 50.0%

区　　　　　　分 22年度

その他

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

　・柔剣道等の特別強化のための防具整備

法定受託事務

[事業目的]

　警察官の柔剣道等の特別強化による精強な警察官の育成

［事業内容］警察職員の人材育成のための研修、教養を実施するための事業

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

事      業      名 武道振興費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－２２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 捜査第一課 Ｇ・Ｔ

8 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

20,147 19,619 21,988 15,758

17,836 19,128 21,445 15,108

16,708 18,874 21,261 11,890

7,422 7,193 6,740 6,369

3,546 3,291 3,245 3,286

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

刑法犯認知件数は、６年連続して減少しているが、強盗、強姦、公然わいせつは増加傾向にある
ことから、抑止・検挙の更なる向上と県民の「体感治安」のより一層の向上を図る必要がある。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

効率的に運営され、治安維持のためにも有効であり、事業を継続する。

見　直　し　額

34,845

[事業の評価]

認知件数の更なる減少と検挙率の向上を図っていく。

財源内訳

国　　　　　庫 2,036

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 36,881 平成２０年度は、継続事業のほか海外語学研修を県内研修に転換し、複数言
語、多人数へのブラッシュアップが可能な県内語学研修に転換し、犯罪情勢に
マッチした国際捜査力の向上を図った。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

事業効果

指標

36,881 34%

-6.2%

活動

の推移 成果 刑法犯検挙件数 -2.4%

国　庫刑事警察活動費
事業終了
予定年度

経過年数

２２年度 平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移
結果分類

刑法犯認知件数 -5.0%

指標

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

法定受託事務その他

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

Ⅱ

犯罪捜査活動の推進

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等]

15,586

含まれる事業数

[事業目的]

-5%

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

事　業
開　始
年　度

実行予算

（単位：千円）

　犯罪捜査活動に必要な経費
　　○刑事警察活動費
　　○プロファイリングシステムによる性犯罪等検挙対策事業
　　○来日外国人犯罪・広域組織犯罪対策事業
　　○サイバーポリスの充実・強化事業
　　○「身近な知能犯罪」抑止事業

　　○通信施設維持経費
　　○検視業務
　　○ハイテク犯罪捜査官経費

警察本 部（庁）所　　属

事 業
区 分

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ そ の 他

県　単 補 助 金

会計

事      業      名

元気な社会

区　　　　　　分

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２３－



別紙１

■
□ （ ）

□ （ ）

課(室) 鑑識課 Ｇ・Ｔ

4 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 57 年 □

 １8年度  １9年度 20年度 21年度

88,815 88,419 86,677 82,036

88,728 88,320 86,578 82,133

88,713 87,323 82,025 80,191

5,186 5,342 5,996 5,120

351,133 300,705 328,909 332,868

23 21 36 26

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平成２３年度に日本法科学技術学会負担金の廃止。
（△133）

継　　続 □ 休　　止 □

終期の見直し

□

完　　了

そ の 他廃　　止
犯罪捜査活動上効率的に運営され、継続的に必要である。負担金については廃止し、予算の縮減
を図る。

見　直　し　額 △133 千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ ■

犯罪捜査活動に有効である。
□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 65,576

[事業の評価]

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

特　記　事　項

拡　　充

65,576

その他特定財源

・鑑定機器の保守点検委託業務の削減
・指紋自動識別システム保守費の削減

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成22年度予算額

11.6% Ⅰ

 〕　／　整備目標

の推移 成果 指紋ヒット数

指標

Ⅱ

事業効果 指標 指紋足跡採取個数、写真作成枚数 -1.3% Ⅲ

活動

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 64,824 -7.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 65,576 -7.0%

-3.3%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

鑑定、検査回数 0.2%

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

その他 そ の 他

　犯罪捜査活動に必要な経費
　　○日本法科学技術学会負担金
　　○指紋鑑定経費
    ○写真関係経費
    ○科学捜査資機材維持経費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

経過年数

　犯罪捜査活動の推進

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金

法定受託事務

国　庫 実行予算

[事業目的]

事      業      名 科学捜査活動費 含まれる事業数
事 業
区 分

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分

一般会計
特別会計

企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－２４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

10 ■ ■ 61 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

31,373 25,332 28,358 24,724

33,410 25,126 27,156 22,634

31,111 25,126 27,117 21,784

195 276 277 217

175 213 233 235

4819 6293 7800 8458

74 97 78 67

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△324 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

平成２３年度に
・事業統合による縮減（△284）
・少年サポートセンター活動経費の縮減（△40）
を実施。

各種防犯活動に有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

県民が安全で安心して暮らせる地域社会を実現していくために、事業の見直しを行いながら、今
後もこの事業を継続させていく。

見　直　し　額

一　般　財　源 15,670

[事業の評価]

街頭犯罪、子ども女性に対する犯罪等を減らすことにより、指数治安及び体感治安
を向上させ、県民が安全で安心して暮らせる福井県を目指すもの

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,591

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 18,261 平成２２年度　県民の期待にこたえる相談業務推進事業において自殺基金を活用

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

21% Ⅰ

件数は１月～１２月の統計。対象犯罪は強姦、強制わいせつ、公然わいせつ、傷害、暴行。 Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果 ふくい安全情報ネットワーク会員数

指標 女性が被害となる犯罪認知件数 -1%

事業効果 指標 マイタウンパトロール隊数 11%

活動 ふくい安全情報ネットワーク発信数 7% Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移 -10%

18,261 -13%

-16%

各種防犯活動
　　○防犯隊関係経費　　　　　　　　　　　　　　　 　○風俗事件等対策費　　　　　　　　　　　○犯罪に強いまちづくり推進事業
　　○県民の期待にこたえる相談業務推進事業　　　　　 ○福井県沿岸警備協力会委託　　　　　　　○子ども・女性安全安心対策事業
　　○子ども安心県民作戦　　　　　　　　　　　　　　 ○子ども急通報装置維持管理経費
　　○子ども地域安全情報の提供　　　　　　　　　　　 ○ふくい安全情報ネットワークシステム

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 13,885

[事業目的]

犯罪の予防、各種防犯活動の推進

事      業      名 防犯警察活動事業 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 部（庁）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

7 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

6,277 5,567 6,124 7,206

6,277 5,567 6,124 7,337

6,131 5,567 5,961 5,808

4606 3546 3648 4543

449 426 572 569

698 618 615 594

2934 4718 4910 4856

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

2%

□

□

そ の 他

□ 休　　止 完　　了

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

少年の非行防止及び健全育成を図ることを目的に、今後も継続していく。

一　般　財　源 5,001

[事業の評価]

少年の非行防止のための事業を実施する。

財源内訳

国　　　　　庫 1,743

少年の非行防止に有効である。

■ 継　　続

予　算　額　（単位：千円） 6,744

区　　　　　　分

縮　　減

平成22年度予算額

その他特定財源

指標 不良行為少年補導人員

計 画 の 達 成 状 況

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅳ

事業開始後の見直し状況

21%

Ⅰ10%

の推移 成果 非行少年補導人員 -5% Ⅰ

Ⅱ活動 少年警察協助員等の活動延べ人員

3%

事業効果 指標 非行教室(ひまわり)教室実施回数

当 初 予 算 額 の 推 移 6,744 3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 6,744

決 算 額 の 推 移 -2%

事務区分福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

少年非行防止対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

少年非行防止の推進

［事業内容］

少年の非行防止に活動に必要な事業
　　　○少年犯罪対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○少年非行防止対策費
　　　○少年警察補導員活動用資機材整備　　　　　　　　　　　  ○児童ポルノ対策事業
　　　○少年サポートセンター活動費
　　　○スクールサポーター非行防止活動事業
　　　○福井っ子の心を育てる県民参加事業

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

部（庁）

法定受託事務

[事業目的]

自 治 事 務

補 助 金 経過年数県　単

事      業      名 国　庫 実行予算

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ その他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

－２６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

490 417 579 3,350

490 417 579 15,676

490 490 579 15,676

1184 1123 1061 1010

3 3 12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

そ の 他

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

□ 完　　了

拡　　充 □ 縮　　減 □

継　　続 □ 休　　止

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

猟銃等所持者の事故防止及び県民の安全な生活を守るため今後も継続したい

猟銃等の事故防止及び適正管理に有効である

一　般　財　源 △ 7,283

[事業の評価]

銃砲刀剣類の所持許可を厳格に行うことで、許可銃砲及び刀剣類を使用した犯罪を
未然に防止し、県民が安全で安心して暮らせる社会の実現を図る。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 8,160

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 922 平成２１年度　暴騒音規制条例制定に伴う取締機材を整備

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

猟銃等の適正管理や公害関係の指導取締り機材を整備する。

　○銃砲刀剣類関係経費

　○騒音計用レベルレコーダ維持費

目標値、指標の積算根拠等
922 107.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 922

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

銃砲刀剣類所持等取締法に基づく猟銃等の適正管理の徹底

騒音からの市民生活の保護

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

その他

国　庫

法定受託事務

[事業目的]

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 保安警察活動費 含まれる事業数
事 業
区 分

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心　治安回復から治安向上へ

実行予算
事　業
開　始
年　度

所　　属 警察本部 部（庁） 会計課

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

875%

結果分類

活動 猟銃等所持許可者数 -5% Ⅳ

の推移 成果 7暴騒音規制条例に基づく停止命令件数

事業効果 指標

135%

当 初 予 算 額 の 推 移

634.3%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

－２７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

4,452 3,947 4,043 3,632

4,452 3,947 4,043 3,632

4,385 3,916 4,027 3,596

138 138 163 136

806 899 888 849

412 104 192 221

119 96 117 120

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

効率的に運営され、治安維持のためにも有効である。

地域警察官に対する装備品の配備完了。
県民の暴力団排除活動意識の高揚と暴力団犯罪の根絶のために今後も事業を継続していく。

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額 △1,210 千　円

整理統合 ■ 廃　　止 □□ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

拡　　充 □ 縮　　減

[事業の評価]

暴力団による不当な行為等に関する法律に基づき実施していく。
新しく制定する暴力団排除条例の広報、啓発、普及を図る。

財源内訳

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円）

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源 2,879

3,269

390

区　　　　　　分

〕　　　＝　　　〔

平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

指標 暴力団等犯罪検挙人員 2%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

活動 暴力等相談件数 1%

2%

8%の推移 成果 暴力団等犯罪検挙件数

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

事業効果 指標 責任者講習参加者

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 -6%

当 初 予 算 額 の 推 移 3,269 -7.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,269 -7.3%

[事業目的]

［事業内容］

　暴力団の根絶

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

　暴力団による不当な行為等に関する法律に基づく暴力団対策業務
　　○　暴力団対策経費
　　○　福井県暴力追放センター補助金

その他 法定受託事務

事業終了
予定年度

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

県　単

事      業      名 暴力団対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

地域警察官に対する防弾装備品の配備が完了したこと
から、同予算については平成２３年度で廃止。
（△1,210円）

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

結果分類

Ⅱ

所　　属 警察本

平　成  22 年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 会計

－２８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

6 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

63,214 73,798 111,141 92,346

54,462 69,913 97,213 86,760

54,319 64,535 96,931 84,866

78,665 73,356 73,674 71,244

64 60 55 54

5,751 8,141 4,727 4,978

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平成２３年度に事業の見直しによる予算縮減を実施。
（△４７）

継　　続 □ 休　　止 □

終期の見直し

□

完　　了

そ の 他廃　　止
交通事故を防止するため、今後も継続していく。

見　直　し　額 △ 47 千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

交通事故の防止に有効である。
□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 △ 2,907

[事業の評価]

交通事故を防止するため、取締資機材の整備および維持を行っていく。
１９年度６月補正で「飲酒運転根絶対策事業」、「スロードライブ事業」を追加した。
２１年度当初で「スロードライブ事業」を交通安全対策事業に集約した。

49,431

■

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

特　記　事　項

拡　　充

49,957

その他特定財源財源内訳

国　　　　　庫 3,433

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２２年度予算額

-5.5% Ⅰ

Ⅱ1.7%

 〕　／　整備目標

の推移 成果 交通事故死者数

指標 違法駐車確認件数

Ⅲ

事業効果 指標

活動 交通取締件数

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 51,765 1.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 49,957 3.6%

平均伸び率

-3.2%

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 18.9%

区　　　　　　分 ２２年度

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

交通取締資機材の整備および維持
　○交通取締活動
　○違法駐車対策関係事業
　○飲酒運転根絶対策事業
　○速度違反自動取締装置維持経費
　○全国白バイ大会経費
　○放置駐車違反管理システム維持管理費

［事業内容］

法定受託事務

[事業目的]

交通取締活動による交通事故防止

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

実行予算
事　業
開　始
年　度

含まれる事業数

経過年数

交通取締活動費
事 業
区 分

補 助 金

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ その他

国　庫

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－２９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 41 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 45 年 □

「社会資本整備重点計画法」に基づき、平成２０年度から２４年度までの５か年を計画期間とする交通安全施設等整備事業

 18年度  19年度  20年度  21年度

264,928 275,464 239,707 276,548

264,928 275,464 392,214 276,548

264,925 275,458 388,035 276,548

2 3 18 10

56 50 70 60

64 人 60 人 55 人 54 人

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

廃　　止

完　　了

 ・円滑化対策事業

 ・交通管制センターリース化事業

そ の 他
 平成２０～２４年度の「特定交通安全施設整備事業」で、従来の国庫補助対象事業（安全対策）
のメニュー等を拡大したほか、新たに「円滑化対策事業」が追加された。そのため、２０年度９
月補正でエリア選定等から国庫補助適用範囲の拡大に努め、県単事業を見直し、国庫事業に組替
え、補助制度を効果的に活用した。今後も安全で快適な交通環境を確保するため、最大限に補助
制度を活用しながら継続していく。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □

縮　　減

□

終期の見直し
 活動指標である管制センターに新規接続した信号交差点数の大幅な増加は見込めないが、円滑な
道路環境のため効果的である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

その他特定財源

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □

一　般　財　源 87,738

[事業の評価]

 交通安全施設等整備事業の推進に関する法律に基づき実施していく。
 ２０年度から従来の国庫補助対象事業（安全対策）のメニュー等拡大や新規対象事
業（円滑化対策）が追加された。

財源内訳

国　　　　　庫 153,736

〕　　　＝　　　〔

76,000

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 317,474

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-9.7% Ⅰの推移 成果  交通事故死者数（集計期間は年単位） 42 人

指標

Ⅰ

事業効果 指標  信号機改良数 53 0.8% Ⅱ

活動  信号機新設数 3 108.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 317,474 7.9%

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 310,415 7.1%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 320,106 5.6%

その他

交通安全施設国庫補助事業

社会資本整備重点計画に基づく交通安全施設整備事業

 ・交通安全対策事業

法定受託事務

[事業目的]

　少子・高齢社会の進展に対応した安全・安心な道路交通環境、円滑な交通の実現ならびに地球環境問題への対応のため行う交通安全施設等整備事業

［事業内容］

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

事      業      名  交通安全施設特定整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－３０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 35 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

「社会資本整備重点計画法」に基づき、平成２０年度から２４年度までの５か年を計画期間とする交通安全施設等整備事業

 18年度  19年度  20年度  21年度

264,928 275,464 227,858 157,223

264,928 275,464 157,240 157,223

264,925 275,458 155,593 157,119

2 3 4 6

3

64 60 55 54

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

縮　　減

整理統合 □ 廃　　止 □

□

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

 活動指標である信号機新設数は、年毎ごとの新設道路供用開始等の有無から変動傾向となるが、
成果指標は年々効果が上昇傾向となっており、交通事故防止のために県民からの要望も非常に多
く、効果的である。 ■

 平成２０年度を初年度とする「次期社会資本整備重点計画」で、従来の国庫補助対象事業（安全対策）の
メニュー等を拡大したほか、新たに「円滑化対策事業」が追加された。そのため、２０年度９月補正でエリ
ア選定等から国庫補助適用範囲の拡大に努め、県単事業を見直し、国庫事業に組替え、補助制度を効果的に
活用した。今後も県単事業については、快適な交通環境を確保するため、補助制度を最大限に活用しなが
ら、非補助事業のなかから、真に必要な事業を精査し、継続していく。

見　直　し　額

終期の見直し

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

□拡　　充

一　般　財　源 123,643

[事業の評価]

 交通安全施設等整備事業の推進に関する法律に沿って実施していく。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 18,000

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 141,643

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-9.7% Ⅰ

活動

の推移 成果  交通事故死者数（集計期間は年単位） 42

指標

-12.1%

Ⅰ

事業効果 指標  信号機改良数（県単）

22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

 信号機新設数（県単） 4 25.0%

141,643 -12.2%

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 141,417

 ・道路標識および道路標示の整備

[予算額および指標の推移等]

 ・老朽信号柱や信号灯器の更新整備

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 152,604 -11.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

事　業
開　始
年　度

そ の 他

　少子・高齢社会の進展に対応した安全・安心な道路交通環境、円滑な交通の実現ならびに地球環境問題への対応のため行う交通安全施設等整備事業

［事業内容］

 交通安全施設県単独事業

 ・交通信号機の新設、更新

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

元気な社会
事業終了
予定年度

県　単

（単位：千円）

経過年数 事務区分
事 業
区 分

自 治 事 務国　庫 実行予算

その他 法定受託事務

補 助 金

[事業目的]

事      業      名  交通安全施設県単独整備事業 含まれる事業数

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－３１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 62 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

78,193 0 34,284 47,192

76,587 0 242,770 104,486

76,587 0 26,953 292,164

7 0 16 7

3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

終期の見直し

□

完　　了

廃　　止

・老朽信号柱や信号灯器の更新整備

そ の 他
 道路管理者の景観化事業に合わせて行うため、計画がある年度のみ交通安全施設一般整備事業で
実施する。

見　直　し　額 千　円

整理統合

縮　　減

□

拡　　充
 道路管理者が行う景観化事業に合わせて、景観に配慮した安全施設整備を行っており、効果的で
ある。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□

一　般　財　源 42,501

[事業の評価]

 道路管理者等が行う景観化事業に合わせて実施していく。

財源内訳 20,000

計 画 の 達 成 状 況

□ □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

予　算　額　（単位：千円） 62,501 平成２１年度では、従来の電線類地中化、景観化のほか、老朽化の激しい交通
安全施設等について補修を行うとともに、より安全で円滑な交通環境の創造を行
う。

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

国　　　　　庫

その他特定財源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

Ⅳ

事業効果 指標  信号機新設数 7 133.3% Ⅰ

活動  景観化、地中化交差点数 6 -52.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 62,501 -49.3%

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 17,136 197.5%

実行予算
事　業
開　始
年　度

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

県　単

その他

・交通信号機の景観化および電線地中化

・交付金制度を活用した交通安全施設等整備

・交通信号機の新設、更新

・道路標識および道路標示の整備

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
27,784 -25.9%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

含まれる事業数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本

[事業目的]

　道路における交通信号機等の電線類の地中化および電線地中化等
　交付金制度を活用した交通安全施設等の整備

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 交通安全施設一般整備事業

部（庁） 会計

法定受託事務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

補 助 金 経過年数

－３２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ ■ 35 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

 18年度  １9年度  20年度  21年度

257,639 247,788 244,538 250,670

255,203 245,552 247,064 268,098

254,293 242,183 246,988 263,823

1,810 1,825 1,848 1,867

64 人 60 人 55 人 54 人

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し

□

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他

 交通安全施設の維持管理のため、今後も継続していく。

見　直　し　額

継　　続 □ 休　　止 □

その他特定財源

ＬＥＤ式の信号灯器を導入する等、施設の低コスト化に努め、電気料、補修費用
の縮減を図っている。

廃　　止

拡　　充 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

 活動指標である交通信号機数は今後増加していく中で、適正な維持管理を行っており、効果的で
ある。

■

一　般　財　源 231,071

[事業の評価]

老朽交通安全施設のストック数は年々増加している一方で、更新等に係る整備事業
費は、年々削減されており、整備にかかる地方単独予算はピーク時の１０分の１と
なっているため、今後、維持管理費用の増加が危惧される状況である。

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔

2,796

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 233,867

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-9.7% Ⅰの推移 成果  交通事故死者数（集計期間は年単位） 42 人

指標

Ⅱ

事業効果 指標

活動 交通信号機数 1,880 1.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 233,867 -1.9%

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 232,387 -2.0%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 246,369 -1.1%

・柳ヶ瀬トンネル信号設備維持管理費

法定受託事務

[事業目的]

 交通安全施設等の維持管理

［事業内容］

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

 交通安全施設維持管理費 含まれる事業数

・交通安全施設維持管理費

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

所　　属 警察本 部（庁） 会計

実行予算
事 業
区 分

国　庫

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

事      業      名

事務区分

その他

－３３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 49 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 37 年 □

 18年度  19年度  20年度  2１年度

13,588 11,909 12,324 7,921

13,588 13,654 10,756 7,071

13,557 13,653 10,756 7,040

129 121 88 88

5 5 5 4

154,446 133,800 90,857 47,789

4,252 4,004 3,388 2,577

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

縮　　減 □ 終期の見直し

廃　　止 □ そ の 他

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

・平成16年度（パーチケ4基→パーメ13基敦賀）、・平成17年度（パーチケ4基→パーメ14基敦賀）順次更新。
・平成19年3月敦賀のパーメ1基を乗入設置により撤去。
・平成20年2月福井駅東口パーメ7基、平成20年8月には同所残12基廃止。
・平成21年3月末に駅前21基を、同年12月末にあわら温泉駅前1基廃止。
・平成19年1月の道交法施行規則改正で管理委託限定規定が改正、20年度から一般競争入札を実施。
・利用実績の少ない箇所のパーキングメーター等を順次撤去。

□ 完　　了

■
平成２３年度パーキングメーター、パーキングチケッ
トの維持管理費縮減（△1,874） 活動指標、成果指標とも減少しているものの、違法駐車車両の排除のためには、十分効果がある

事業である。
□ □ 休　　止

△1,874 千　円

整理統合 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

福井駅周辺区画整理工事に伴い福井駅前２１基も廃止となり、今後ともパーキング・メーター及
びチケットの利用状況や設置場所付近の駐車実態及び駐車場の整備状況等を見極めながら駐車禁
止規制の必要性も考慮し、事業の縮小を検討していく。 見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

一　般　財　源 △ 3,257

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 9,097

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 5,840

区　　　　　　分 平成22年度予算額

 〕　／　整備目標

-31.0% Ⅳ

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

の推移 成果 パーキングメーター利用回数

指標 パーキングチケット利用回数 -15.0%

事業効果 指標 パーキングチケット数 4 -5.0%

活動 パーキングメーター数 88 -8.4% Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移（２２年度は見込み） 5,748 -18.4%

5,840 -18.1%

-15.5%

 パーキングメーター、パーキングチケットの維持管理

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 6,561

[事業目的]

 違法駐車排除のため、道路交通法に基づく時間制限駐車区間にパーキングメーター等を設置、管理し交通の安全と円滑化を図る。

事      業      名  パーキングメーター等維持管理費 自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

所　　属 警察本 部（庁） 会計

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

県　単 補 助 金 経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－３４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

9 □ ■ 35 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

・交通安全啓発活動費 ・スロードライブ事業

・道路交通情報提供業務委託 ・高齢者交通事故抑止対策事業

・自動車保管場所証明事業

・自動車安全運転センター業務負担金

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

117,711 278,590 111,933 106,148

115,095 110,774 92,433 96,911

112,594 107,985 89,883 94,800

64 60 55 54

44 34 35 27

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・　交通安全普及業務～平成１５年度からスクラップ

・　高齢者交通安全運転競技大会～平成１６年度から事業中止

・　ＯＳＳシステム運用開始時期は、改正法施行時期にあわせて２３年度以降に変更

-5.5%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

事業開始後の見直し状況

・交通事故防止のため実施していく。

・平成１９年度６月補正で「スロードライブ事業」を追加した。

・事故防止体験教育事業の備品整備は平成１８年度に終了したが、事業は引続き継
続。

成果 交通事故死者数(１月～１２月)

予　算　額　（単位：千円）

の推移

指標 高齢者事故死者数（１月～１２月） Ⅰ

42

事業効果 指標

活動

95,361 15.4%

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

・道路使用許可事業

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 102,967 -2.4%

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

・ＯＳＳシステム負担金

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

国　庫

・自動車保管場所管理システム運営費

[事業目的]

［事業内容］

事      業      名 交通安全対策事業

事務区分

自 治 事 務実行予算
事　業
開　始
年　度

補 助 金

法定受託事務

含まれる事業数
事 業
区 分

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

結果分類

決 算 額 の 推 移

経過年数

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ その他

-5.1%

交通安全普及活動の推進と交通安全思想の啓蒙

事業終了
予定年度

そ の 他

29 -14.2%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分 平成２２年度予算額

計 画 の 達 成 状 況 〕　　　＝　　　〔

財源内訳

一　般　財　源

その他特定財源 102,967

　交通安全の普及に有効である。

■ 継　　続 □ 休　　止

□ 拡　　充 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

102,967

国　　　　　庫

縮　　減 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

[事業の評価]

そ の 他
　交通安全活動等を推進し、更なる交通事故防止のため、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □

－３５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 47 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

安全運転管理者講習の実施

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

7,176 7,176 7,177 7,205

7,161 7,151 7,140 7,172

7,161 7,151 7,140 7,172

3,176 3,215 3,194 3,209

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

継　　続 □ 休　　止 □

終期の見直し

□

完　　了

そ の 他廃　　止
安全運転管理者としての業務を推進させるため、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

安全運転管理者への講習は有効である。
□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

[事業の評価]

道路交通法に基づき実施していく。

7,161

拡　　充

7,161

その他特定財源

平成１８年度から民間に委託し、講習に注いでいた警察力を交通安全教育等に
パワーシフトした。

区　　　　　　分 平成２２年度予算額

国　　　　　庫

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

指標

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

活動

の推移 成果

0.0%

Ⅱ

事業効果 指標

当 初 予 算 額 の 推 移 7,180 0.0%

安全運転管理者数 0.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 7,161 0.0%

決 算 額 の 推 移

実行予算
事　業
開　始
年　度

含まれる事業数

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

［事業内容］

法定受託事務

経過年数 事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

道路交通法に基づく安全運転管理者の徹底

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 安全運転管理者講習事業
事 業
区 分

補 助 金

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ その他

国　庫

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－３６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 ■ ■ 43 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

交通違反者の反則告知・反則金納付のための関係書類の印刷・郵送

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

5,515 5,002 5,071 5,247

5,043 4,815 5,071 5,391

4,974 5,520 5,071 5,946

42,470 41,194 39,873 52,563

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

継　　続 □ 休　　止 □

終期の見直し

□

完　　了

そ の 他廃　　止
交通反則通告制度維持のため、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

交通反則通告制度の適正な運用に必要不可欠であり、有効である。
□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 2,071

[事業の評価]

道路交通法に基づき実施していく。

2,228

拡　　充

5,241

その他特定財源

区　　　　　　分 平成２２年度予算額

国　　　　　庫 942

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

指標

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

活動

の推移 成果

6.7%

Ⅰ

事業効果 指標

当 初 予 算 額 の 推 移 5,241 -1.1%

交通反則告知件数 8.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,241 1.1%

決 算 額 の 推 移

実行予算
事　業
開　始
年　度

含まれる事業数

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

［事業内容］

法定受託事務

[事業目的]

経過年数 事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単

交通違反者の反則告知

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 交通反則制度運営事業
事 業
区 分

補 助 金

日本一安全・安心 治安回復から治安向上へ その他

国　庫

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本 部（庁） 会計

－３７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 29 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

2,620 2,316 9,608 534

7,375 3,781 8,521 534

7,336 4,202 8,521 174

150,919 149,207 148,312 136,271

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 214 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

交番駐在所運営費の削減（△214）

　　県民の安心安全な生活確保及び治安維持のため必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　予算の見直しを行いながら、今後も継続していく。

見　直　し　額

437

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 34

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 471

区　　　　　　分 平成21年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

事業効果 指標

活動 総パトロール時間(各年４月～１２月) 191,246 7.6% Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 71 -24.3%

471 -7.2%

49.3%

　　　　　地域警察活動経費
　　　　　○　インターネット気象情報運用経費
　　　　　○　交番、駐在所ファックス整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移 471

[事業目的]

　　　　　地域警察活動の推進

事      業      名 地域警察活動費 自 治 事 務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 警察本部 部（庁） 会　　計

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

地域課

－３８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 ■ ■ 46 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

 １8年度  １9年度  20年度 21年度

168,246 164,066 181,596 185,719

173,707 178,278 195,622 228,256

173,489 177,281 193,090 200,352

34,837 34,162 33,369 33,352

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

■ 縮　　減拡　　充

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他整理統合 □

緊急配備支援システムについては維持管理経費の節減
を実施。
（△1,581）

　　県民の安心安全な生活確保及び治安維持のため必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

△ 1,581 千　円

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

緊急配備支援システム維持管理経費の節減とともに、機器の長期間使用による老朽化のため、
通信指令システムの全面更新が必要である。

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 235,669

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 11,826

その他特定財源

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 247,495 ・平成２０年度で、携帯電話発信地表示システム導入に伴う改修を行った。
・カーロケータ積替費用の節約（15台→3台）
 （△1,607）
・緊急配備支援システム維持管理経費の節減
 （△2,817）

区　　　　　　分 平成21年度予算額

事業効果

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

活動 １１０番通報有効受理件数(1～12月) 35,356 0.4%

指標

［事業内容］

274,550

9.4%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

決 算 額 の 推 移（22年度は見込み） 178,626

247,495２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移

1.0%

日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

　　　　通信指令システムの運営
　　　　○　通信指令システム運営費
　　　　○　緊急配備支援システム維持費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 22年度

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

[事業目的]

     通信指令システム（１１０番運用）の運営、充実

事      業      名 通信指令システム運営事業 自 治 事 務

経過年数

14.6%

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

含まれる事業数
事 業
区 分

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

補 助 金

国　庫 実行予算

そ の 他

地域課警察本部 部（庁） 会　　計

事務区分

－３９－


